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休眠預金活用事業における評価の意義・目的

『休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本方針』より

「休眠預金活用における社会的インパクト評価」より

休眠預金は国民の資産であり、その活用にあたっては最終的に社会の諸課題の解決を図るという
「成果」を国民に目に見える形で生み出すことが求められる。

https://www5.cao.go.jp/kyumin_yokin/kihonhoshin/kihonhoshinhenkou.pdf
https://www.janpia.or.jp/hyouka/download/hyouka_2022.pdf
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休眠預金活用事業における社会的インパクト評価

短期、長期の変化を含め、当該事業や活動の結果として生じた社会的、環境的な「変化」や「便益」等の「アウトカ
ム(短期・中期・長期)」を定量的・定性的に把握し、当該事業や活動について価値判断を加える（評価を行う)こと。
「インプット」、「活動」、「アウトプット」から「アウトカム（短期・中期・長期）」に至るまでの論理的な結び
つきを明らかにした上で、計画、実行、分析、報告・活用の４つの評価過程を経て実施される。

『休眠預金活用における社会的インパクト評価』より

【３つのポイント】
『資金分配団体・活動支援団体・実行団体に向けての評価指針』より

https://www.janpia.or.jp/hyouka/download/hyouka_2022.pdf
https://www.janpia.or.jp/hyouka/download/hyouka_sisin_2020.7.pdf
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休眠預金活用事業における社会的インパクト評価

事業の成果として「事業終了後に何を残すのか？」
を意識して活動に取り組むことを求めています。

2023年度活動支援団体公募 事業設計図補足資料（任意利用）より抜粋

事業終了後に、

がどういう状態になってほしいのかを明確にする

アウトカムの設定

アウトカム設定のポイント

支援対象団体 対象地域
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休眠預金活用事業における評価の特徴

評価の客観性や正当性を確保するという前提で、評価の全過程において、事業の実施主体が自ら行う「自己

評価」を基本としています。支援対象団体は、活動の進捗状況、自らが設定した目標の達成度や活動支援団

体による非資金的支援の効果等を把握し、活動支援団体にフィードバックすることとし、社会的インパクト

評価の実施を一律には求めません。
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休眠預金活用事業における評価の特徴

事業実施

事業実施

事前評価

中間評価

事後評価

契
約
期
間

終了

開始

１年目

２年目

３年目

活動支援プログラム
組成

進捗管理・報告

進捗管理・報告

報告 事業計画の改善

申請 事業計画の立案

進捗管理・報告

事業や成果の振り返り
活動支援プログラムの

有効性の検証

追跡評価

事業期間が１～2年の活動支援プログラムに
ついては、JANPIAと協議の上、中間評価を
省略することができます。

活動支援プログラムの組み立て、支援対象
団体の公募を複数回行う場合など、中間評
価（事業改善のための評価）のタイミング
を個別に相談させていただく場合がありま
す。

事前評価は、申請時にご提出いただいてお
りますが、事業開始や支援対象団体の公募
を踏まえて、追加的に実施して改訂いただ
くことも可能です。
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休眠預金活用事業における評価の特徴
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活動支援団体の評価 ～評価指針より

解決しようとする社会課題、支援対象団体が自立や休眠預金等活用事業への参入等に向けて抱える組織や活動上の課
題を明らかにし、活動支援プログラムによって、支援対象団体が優先的に解決すべき社会課題の解決に向けた活動の
担い手として成長、発展しつつあるのかを捉え、それに対して当該プログラムがどう有効であるのか、又は課題があ
るのかなど、当該プログラムの機能や役割等について分析することで、ソーシャルセクター全体に貢献できる学びや
知見、教訓を導き出すことが大切です。

評価指針

J
A
N
P
I
A

非資金的
支援

進捗報告

支
援
対
象
団
体

自己評価

資金支援

活
動
支
援
団
体

報告

検証

自己評価

支援対象団体は、活動の進捗状況、自らが設定した目標
達成度や活動支援団体による非資金的支援の効果等を把
握し、活動支援団体にフィードバックすることとし、社
会的インパクト評価の実施を一律には求めません。

『資金分配団体・活動支援団体・実行団体に向けての評価指針』より

https://www.janpia.or.jp/hyouka/download/hyouka_sisin_2020.7.pdf
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活動支援団体の評価 ～評価のガイドラインより

『活動支援団体に関する評価のガイドライン』より

２．活動支援団体に関する評価の特徴

（１）活動支援団体による自己評価と支援対象団体による報告

評価の客観性や正当性を確保するという前提の下、活動支援団体による自己評価を基本としま

す。活動支援団体は、社会的インパクト評価を実施する際、外部の評価専門家へ相談するなどに

よって評価に係る時間と労力の軽減を図り、効果的・効率的に実施することが求められます。な

お、支援対象団体には、社会的インパクト評価の実施を一律には求めませんが、当該団体は、活

動の進捗状況、自らが設定した目標の達成度や活動支援プログラムによる支援の効果等を把握し、

活動支援団体に報告します。活動支援団体は、支援対象団体からの報告内容も含めて自己評価を

します。

（２）何を評価するのか

活動支援団体における評価については、活動支援プログラムを実施したことによる支援対象団

体の目標達成度を把握し、検証することに加え、当該プログラムの有効性など活動支援団体自身

の活動も含めて、総合的に評価を行うことが求められます。資金支援の担い手や民間公益活動を

実施する担い手となる団体の支援に当たって、活動支援プログラムの有効性や課題、当該プログ

ラムの機能や役割等について分析することで、ソーシャルセクター全体に貢献できる学びや知見、

教訓を導き出すことが大切です。

支援対象団体の支援対象活動計画
書（＝事業計画書）の様式、進捗
報告の様式などで、活動支援団体
のアウトプット・アウトカムの進
捗が把握できるよう、また、非資
金的支援へのフィードバックが得
られるよう工夫してください。

参照：
基本方針（P.12）
支援対象団体に期待される役割
③自らが設定した目標の達成度やその効
果を把握し、活動支援団体にフィード
バックすることにより、本制度の一層の
改善につなげる。

https://www.janpia.or.jp/koubo_info/support/outline/download/support_hyouka_guideline.pdf
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評価関連経費の目的と活用

（2023年度通常枠 活動支援団体公募要領より）

評価関連経費とは、質の担保された自己評価を実施するために必要な支援を受けるために助成する費
用です。
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評価関連経費の活用例

⚫ 評価アドバイザーの活用費用 ～団体の評価スキルの補完を中心に～

➢ ロジックモデル等の作成・検証

➢ 指標の設定（進捗確認をする方法を含める）

➢ 指標測定のための調査設計（客観性の高い現状把握調査等の実施）

⚫ 分野専門家の活用費用 ～活動支援プログラムへのインプット～

➢ 既存の取り組みからの教訓を取り入れる

➢ 指標の設定方法（例：助成期間に達成することと、中長期で目指すこととの接合）

➢ 定点でフィードバックをもらう機会を設定する（半期ごと、１年ごとなど）

➢ 「外部評価委員会」・「審査委員会」・「検討委員会」などを設置

⚫ 団体同士の学びあいにかかる費用 ～ピアラーニングの場の設定～

➢ 勉強会、現場視察、進捗発表会の開催

➢ 上記実施した内容をまとめ(編集・デザイン等)、印刷、発行など

⚫ 現状把握調査の実施費用 ～広く活用できるデータの収集～

➢ 文献調査の実施

➢ アンケートの設計（構造化インタビュー、半構造化インタビューの作成、アンケート対象者の抽出、

アンケート依頼・アンケート項目の作成、アンケートの分析（検定））
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